別紙様式1


令和　　年　　月　　日

鳥取大学長　　殿

届　出　者　　

所属・職名
氏　　　名　　　　　　　　　　㊞

発　明　届　出　書

　鳥取大学発明規則第5条により、下記のとおり届出します。

記
（以下の青字・青枠線は記載要領や注意事項です。提出の際には消して下さい）

1　発明の名称

　
2　共同出願人について
□(1)本発明には共同出願人が存在しない（本学による単独出願）。

□(2)本発明には共同出願人が存在する（共同出願）→以下も記載。
(2-1)共同出願人との持ち分
   　　　　本学と共同出願人との間の特許権の持ち分を記載（例：本学：A社＝50:50）
　　　 (2-2)特許出願等経費負担の持ち分

   　　　　本学と共同出願人との間の特許出願等経費の持ち分を記載（例：本学：A社＝0:100）
　　　　　なお、共同出願人が特許出願等経費を全額負担する場合には、「４」を簡素な記載とし、「５から６」を省略することができる。
　(2-3)共同出願人との間で権利についての特段の合意事項（専用実施、優先実施等）

· 本件発明に対する自己評価（市場性、他の技術による回避可能性など）

3 本学の発明者について
（発明者全員の所属、職、氏名、及び、持ち分を記載してください。）
　発明者１：
　発明者２：

（「持ち分」とは、出願時、登録時補償金及び実績補償に関する学内者それぞれの持ち分です。）
（参考）発明者について（不明な点は、知財担当教員に問い合わせてください。）
(1)「発明者」とはどのような者かa
・発明者とは、当該発明の創作行為に現実に加担した者だけを指し、単なる補助者、助言者、資金の提供者あるいは単に命令を下した者は、発明者とはならない。

(2)「共同発明者」とはどのような者かb
〔判断基準〕
発明は技術的思想の創作であるから、実質上の協力の有無は専らこの観点から判断しなければならない。思想の創作自体に関係しない者、たとえば、単なる管理者・補助者又は後援者等は共同発明者ではない。
以下の者は、共同発明者ではない。
例1)部下の研究者に対して一般的管理をした者、たとえば、具体的着想を示さず単に通常のテーマを与えた者又は発明の過程において単に一般的な助言・指導を与えた者(単なる管理者)

例2)研究者の指示に従い、単にデータをまとめた者又は実験を行った者(単なる補助者)

例3)発明者に資金を提供したり、設備利用の便宜を与えることにより、発明の完成を援助した者又は委託した者(単なる後援者・委託者)

（出典）
a中山信弘『工業所有権法(上)特許法[第2版増補版]』(東京:弘文堂、2000年)57-60頁。 
b吉藤幸朔・熊谷健一補訂『特許法概説[第13版]』(東京:有斐閣、1998年)187-188頁。
4　発明の概要

　内容については別紙も可。
　ただし、記載すべき点としては、少なくとも次の点を記載してください。
（1） どのような課題を解決する技術であるか。
（2） 技術的な特徴として主なものは何であるのか。
・従来技術がある場合には、その技術との差異、及び、改善された点や効果を記載。
・従来技術が存在しない場合には、発明を構成する部分において、どのような構成（技術的手段や手法等）が今までにないものであるかを記載。
5 市場、今後の見通し等
　内容については別紙も可。
　ただし、記載すべき点としては、少なくとも次の点を記載してください。
（1） 現在市場が形成されている場合、他の技術を代替可能なものであるのか、新規に市場を開拓し得るものであるのか等について記載する（金額や数量等の数的表現があると、より望ましい。）。
（2） 市場性が不明なものは、実装化に向けたロードマップが描けるか、適用される分野に関する展望があるのか等について記載する。
6　特許相談、先行技術調査の有無

　○特許相談（あり、なし）
　○先行技術調査（あり、なし）
７　特許の活用性について（該当する場合には、□をチェックを行い、必要な事項を記載）

　　□AMED等公募要件として活用する見込みがある（具体的な公的資金名等を記載：　）
　　□本特許を活用した企業等との共同研究の見込みがある（具体的な企業がある場合には記載：　）

　　□本学の中期目標に掲げられる研究戦略に該当する（どの戦略に該当するかを記載：　）

　　□社会貢献性を有する（本特許を活用した社会貢献の具体例を記載：　）

８　その他参考事項
（１）論文発表・口頭発表の予定（あり、なし）

口頭発表の日、論文発表の日（予稿集の公表日がわかる場合には、その日も併記する）が決まっている（予定も含む）場合には、日程を記載。　
（２）既に１年以内に論文や口頭で発表しているか（いいえ、はい）
発表している場合には、発表日を記載。
なお、１年以上前に、口頭や論文で発表した発明は、新規性を失っているため、出願しません。

（３）外国出願の希望（あり、なし）
ある場合には、出願希望国を記載
（注）外国出願は、原則としてJSTによる支援制度（http://www.jst.go.jp/tt/pat/syutsugan.html）を利用すること。
（４）研究経費の原資
運営費交付金、共同研究、受託研究、科研費のいずれかを記載。
（５）その他
JST のA-STEP、NEDO関係受託研究など、出願時等に報告を要する外部資金の成果の場合は、その旨記載（例：平成○○年度採択、A-STEP成果　など）。
